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記録し，タイ政府が進める洪水対策について説明する。

玉田芳史・星川圭介・船津鶴代編
	 2013 年 207p. 1,900 円
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2012 年の選挙結果からは，その直後のチャベス
大統領死去や後継政権誕生後の展望を占ううえ
での重要な情報が読み取れる。2 つの選挙後の
目まぐるしい情勢変化についても概説する。坂口安紀　編	 2013 年 132p. 1,200 円	

20

習近平政権の中国
　「調和」の次に来るもの

2012 年秋の共産党大会，2013 年春の全国人民代表
大会を経て習近平政権が本格始動した。習政権は，
直面する内外の課題を克服して中国を世界第 2 の
大国に押し上げ得るのか。多面的に分析を試みる。大西康雄　編	 2013 年 163p. 1,500 円	

19

中東地域秩序の行方
　　「アラブの春」と中東諸国の対外政策

「アラブの春」は中東の地域バランスにどのよう
な変化をもたらすのだろうか。中東 9 カ国の対
外政策と国内統治の動向を検討することで，「ア
ラブの春」以降の中東地域秩序の変動を考える。土屋一樹　編	 2013 年 197p. 1,800 円	

18

馬英九再選
　2012 年台湾総統選挙の結果とその影響

台湾では 2012 年 1 月に総統選挙が行われ，国民
党の馬英九が再選を果たした。馬の再選はなぜ
可能だったのか。台湾と中国の関係を軸に，政
党の構造や戦略にも分析を加えながら読み解く。小笠原欣幸・佐藤幸人編	 2012 年 131p. 1,200 円	

17

転換期のベトナム
　第 11 回党大会，工業国への新たな選択

ベトナム共産党の第 11 回党大会が 2011 年 1 月
に開かれ，政治・経済・外交にわたる今後の
基本方針が定められた。同党大会とその前後
の状況，文脈を，多角的な観点から読み解く。　寺本実編	 2012 年  187p．1,700 円

16

ラオス人民革命党第9回大会と
今後の発展戦略

2011 年に行われたラオス人民革命党第 9 回大
会，第 7 期国会議員選挙，第 7 期第 1 回国会
という一連の政治イベントを多角的に分析し，
今後のラオスを展望する。　山田紀彦編	 2012 年  145p．1,300 円

15

朝鮮労働党の権力後継 金正日の後継者が継承する朝鮮労働党の政治理念
を明らかにするとともに，朝鮮民主主義人民共和
国の現実を，国際環境，マクロ経済，党の対外経
済政策，貿易・投資状況の諸側面から分析する。　中川雅彦編	 2011 年  161p．1,500 円

14

2009年インドネシアの選挙
　ユドヨノ再選の背景と第 2 期政権の展望

2009 年インドネシアの選挙と第 2 期ユドヨノ
政権を多角的に分析。

　本名純・川村晃一編	 2010 年  191p．1,800 円

13

パキスタン政治の混迷と司法
　軍事政権の終焉と民政復活における
　司法部のプレゼンスをめぐって

パキスタンの政治変動における司法部の役割
を分析。

　佐藤創編	 2010 年  112p．1,100 円

12

アジア・コメ輸出大国と世界食料危機
　タイ・ベトナム・インドの戦略

食料危機克服のカギを握るアジア・コメ輸出
大国を解剖。

　重冨真一・久保研介・塚田和也著
	 2009 年  122p．1,100 円


